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平成30年度フロン類算定漏えい量の集計結果

令和２年４月１日に、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）

が改正されました。機器ユーザー（廃棄等実施者）のフロン引渡義務違反に係る直接罰の導入、建物解

体時の取組の強化、フロン回収が確認できない廃棄機器の引取禁止など、関係者が相互に確認・連携し、

ユーザーによる機器廃棄時のフロン類の回収が確実に行われるための仕組みが強化されました。

今回は、第一種フロン類算定漏えい量の集計結果と、改正フロン排出抑制法のポイントやよくある質

問についてお届けします。

環境省及び経済産業省は、業務用空調冷凍機器を使用する事業者から報告のあった、平成30年度の

フロン類算定漏えい量の集計結果を公表しました。

全国では、特定漏えい者1)446事業者（H29：459事業者）から報告があり、算定漏えい量は232万t-CO2

（H29：229万t-CO2）でした。また、特定事業所2)で見ると、208事業所（H29：229事業所）、53万t-CO2

（H29：59万t-CO2）となっています。

兵庫県における特定漏えい者からの報告件数は106件（全国６位）、算定漏えい量は10.5万t-CO2

（全国８位）となっています。

１）特定漏えい者 事業者全体（法人単位）で算定漏えい量が年間1,000t-CO2 以上の者

２）特定事業所 特定漏えい者のうち、１つの事業所からの算定漏えい量が年間1,000t-CO2 以上の事業所

都道府
県名

順位
報告件数
［件］

割合

神奈川県 １位 （→） 144（140） 32％（31％）

東京都 ２位 （→） 137（127） 31％（28％）

大阪府 ３位 （→） 127（122） 29％（27％）

千葉県 ４位 （→） 114（118） 27％（26％）

埼玉県 ５位 （↑） 110（104） 25％（23％）

兵庫県 ６位 （↓） 106（109） 24％（24％）

愛知県 ７位 （↓） 103（106） 23％（23％）

茨城県 ８位 （→） 96（94） 22％（21％）

特定漏えい者の主たる事業の業種（日本標準産業分類の中分類）別で見ると、兵庫県では「各種商

品小売業」(4.5万t-CO2,43％)が最も多く、次いで「飲食料品小売業」(1.8万t-CO2,17％)、「食料品製

造業」（1.7万t-CO2,16％）、「化学工業」(1.2万t-CO2,11％)、「鉄鋼業」(0.3万t-CO2,3.3％)でした。

都道府
県名

順位
漏えい量
［万t-CO2］

割合

東京都 １位 （→） 23.7（21.5） 10％（9.4％）

大阪府 ２位 （→） 15.3（14.6） 6.6％（6.4％）

千葉県 ３位 （↑） 14.2（12.2） 6.1％（5.3％）

神奈川県 ４位 （→） 13.8（12.3） 5.9％（5.4％）

埼玉県 ５位 （↑） 12.5（10.4） 5.4％（4.5％）

愛知県 ６位 （↑） 10.6（11.4） 4.6％（5.0％）

北海道 ７位 （↓） 10.53（12.5） 4.5％（5.5％）

兵庫県 ８位 （↓） 10.49（12.0） 4.5％（5.3％）

特定漏えい者からの報告件数 算定漏えい量
平成30年度 フロン類算定漏えい量の集計結果

（ ）は前年度の値



ユーザーが機器廃棄時にフロン類回収を行わない違反に対

し、これまでは間接罰（指導→勧告→命令→罰則の４段階）

であった罰則が、直接罰（１段階）に強化されました。

また、ユーザーが機器を廃棄する際に、廃棄物・リサイク

ル業者等へのフロン類回収済み証明（引取証明書の写し）の

交付が義務づけられました。（ただし、廃棄物・リサイクル

業者等が充塡回収業者としてフロン回収を行う場合などは除

かれます。）

さらに、ユーザーによる機器の点検記録簿の保存期間が、

フロン類の引渡し完了後３年間に延長されました。

改正フロン排出抑制法のポイントとともに、環境省が公開しているＱ＆Ａ集より、よくある質問を

抜粋して紹介します。詳しくは、 フロン排出抑制法ポータルサイト をご確認ください。

改正フロン排出抑制法について
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○機器廃棄時の取組

第一種特定製品を手放す時、点検記録
簿はどうしたら良いか。

機器を廃棄する場合は、廃棄後３年間保存する必
要があります。また、リース製品を引き上げる場合
や中古品として販売する場合は、当該機器の点検記
録簿も一緒に引き継いでください。前の管理者から
点検記録簿又はその写しを徴収できない場合には、
新たな管理者が、当該機器の管理者となった時点以
降の点検記録簿を作成してください。

第一種特定製品からフロンを回収しようと
したら、冷媒が全て抜けていた。行程管理
制度に則った処理が必要か。

管理者は機器廃棄時に行程管理制度に則して回収依頼
書又は委託確認書を交付する義務があります。充塡回収
業者は冷媒が全て抜けていても「回収量ゼロ」と記載し
て引取証明書を交付してください。第一種特定製品を中古の業務用冷凍空調機器として売却す

る場合は、“廃棄”には該当せず、引取り制限の対象外とな
ります。ただし、点検記録簿の譲渡は必要となります。

建物解体工事の元請業者は、フロン類を使用している業務

用の機器（第一種特定製品）の設置の有無について事前確認

を行い、解体工事発注者（ユーザー）に対して書面を交付し

て説明することが義務づけられました。

また、その書面の保存（３年間）について、元請業者及び

解体工事発注者の双方に義務づけられました。

○建物解体時の機器廃棄の際の取組
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工事発注者への説明はいつ行えばよい
か。

解体工事の契約前に行うこととなっています。

特定解体工事元請業者が行う事前確認
や書面による説明を、下請業者等に依
頼してもよいか。

事前確認と書面による説明は元請業者の義務となっ
ており、第一種フロン類充塡回収業者や解体工事の下
請業者等に依頼することはできません。なお、確認作
業において特定製品に関する知見を有する第一種フロ
ン類充塡回収業者の協力を得ることは、フロン類を的
確に回収する上で望ましいと考えられます。

フロン排出抑制法では、工事の規模による裾切りはさ
れておらず、小規模な工事であっても「特定解体工事」
としてフロン排出抑制法の対象としており、事前説明が
必要です。
※建設リサイクル法では、床面積80㎡以上の建築物の解体工事等を建設
リサイクル法の対象工事としています。

建設リサイクル法に基づく事前説明が不要
な場合にも、フロン排出抑制法に基づく事
前確認や書面による説明は必要か。



廃棄物・リサイクル業者等が機器の引取り時にフロン類回

収済み証明（引取証明書の写し）を確認し、確認できない機

器の引取りが禁止となりました。（ただし、廃棄物・リサイ

クル業者等が充塡回収業者としてフロン類回収を行う場合な

どは除かれます。）

○機器が引き取られる際の取組
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廃棄物の収集・運搬のみを行う業者に、
第一種特定製品を引渡す際にも引取証
明書の写しの交付が必要なのか。

直行の収集・運搬のみを担う業者は第一種特定製
品引取等実施者に該当しないため、引取証明書の写
しの交付は不要です。
実際に解体その他の処分を行う廃棄物処理業者が

引取等実施者となりますので、積替え保管場所にお
いて解体等を行う者に引渡す場合には、引取等実施
者に該当することがあるため、その場合には引取証
明書の写しの交付が必要です。

第一種特定製品廃棄等実施者が、自ら
第一種フロン類充塡回収業者として回
収する場合には、引取証明書にどのよ
うに記載すればよいか。

第一種特定製品廃棄等実施者と第一種フロン類充
塡回収業者の両方の欄に自らの氏名、住所等を記載
してください。

複数の室外機を廃棄するために何回か
に分けて廃棄物処理業者に引渡す場合、
引取証明書の写しは最後の室外機を引
渡す際に交付することでよいか。

最後の室外機を引渡すときで構いませんが、廃棄
物処理業者の事業所に運び込まれた機器は、引渡証
明書の写しが交付されるまでは、管理責任は廃棄等
実施者にあり、不測の事態が起きたときに廃棄等実
施者が適切な対処をとれる体制を維持していること
が必要です。最終的に、最後の１台が運び込まれ、
引取証明書の写しが交付された際に、引取り等が行
われることになります。

簡易点検・定期点検において、第
１回目以降の実施はいつに設定す
ればよいか。

機器ユーザーは、管理者として、右記の

「管理者の判断基準」を遵守しなければな

りません。

①適切な場所への設置等

②機器の点検

製 品 出 力
点 検 頻 度

定期点検 簡易点検

冷蔵機器
及び
冷凍機器

7.5kW以上 １年に１回以上

３ヶ月に
１回以上

7.5kW未満 －

エアコン
ディショ
ナー

50kW以上 １年に１回以上

7.5kW以上50kW未満 ３年に１回以上

7.5kW未満 ー

③漏えい防止措置、修理しないままの充填の原則禁止

④点検等の履歴の保存等

前の点検日の属する月の翌月１日から起算
して、それぞれ定められた点検頻度の期間以
内に点検を行ってください。
※例 第１回目が10月５日なら、次回は11月１日

から起算して３ヶ月以内

室外機が屋根の上にある等、点検
が困難な場合、簡易点検はどのよ
うに実施すればよいか。

管理者の判断基準では「周辺の状況や技術
的能力により難しい場合にはこの限りではな
い。」とされています。そのため、室外機と
同じ冷媒系統の室内機等、確実に点検可能な
箇所を重点的に点検することが考えられます。
また、別の用件があってその場所に行く場合
に入念に点検する等、可能な範囲で簡易点検
を実施してください。

新型コロナウイルス感染症の影響で、病院等における
定期点検が困難である旨の問い合わせが増えています。
「記録簿に点検不可の理由を記録するとともに、点検
可能になり次第、速やかに定期点検を行う」等のご対
応をお願いします。

○管理者向け：機器整備時の取組

管理者とは、原則として、第一種特定製品の所有権を有する企業・法人が該当します。



日 時 (受付は午前１０時から) 場 所

姫路
会場

令和２年１１月２５日（水）
午前１０時３０分から午後４時まで

姫路市勤労市民会館
住所：姫路市中地354番地

神戸
会場

令和２年１１月２６日（木）
午前１０時３０分から午後４時まで

三宮国際ビル
住所：神戸市中央区浜辺通2-1-30

第一種フロン類充填回収業者登録の有効期限は５年間です。更新手続きはお済みでしょうか。お手

元の登録通知書をご確認いただき、登録満了日までに登録更新の申請をお願いします。なお、更新申

請は登録満了日の３ヶ月前から受付しています。申請手続きの詳細については、兵庫県のホームペー

ジをご覧ください。 ひょうごの環境 フロン対策 検索

【発行・問い合わせ先】
兵庫県フロン回収・処理推進協議会
〒６５０－８５６７
神戸市中央区下山手通５-10-１（兵庫県水大気課内）
TEL．078-362-3285 / FAX．078-362-3966
URL. http://www.hardoc.org

県民・事業者・行政が一体となって

兵庫県マスコットはばタン

第一種フロン類充塡回収業の登録を受けられている会員の皆さまへ

○行程管理票等資材の提供
フロン類の回収・処理推進のため、資材提供を行っています。数に限りがある資材もありますので、

多くの会員さまにご利用いただけるよう、必要数のみ申込みいただきますようご協力をお願いします。

○第一種フロン類(業務用冷凍空調機器)回収・処理技術講習会
令和２年度も技術講習会を実施します。実施にあたり、兵庫県の感染拡大予防

ガイドラインに基づく感染防止策を徹底します。参加される方におかれましては、

咳エチケットやマスク着用をはじめ、感染拡大の防止にご協力をお願いします。

現在提供している資材一覧 申込みいただける数量
行程管理票（Ａ～Ｆ票）推奨版

JRECO作成 １会員あたり年間各40部まで行程管理票（Ａ～Ｆ票）汎用版

再生・破壊管理票（Ｘ～Ｚ票）

フロン回収済シール
当協議会オリジナル 上限なし （無くなり次第提供終了）

フロン簡易点検マグネット

会員特典です

○業務用冷凍空調機器の管理者(ユーザー)向け出前講座
ユーザーの皆さまに、フロンのことや機器の簡易点検のことなどを知っていただくため、当協議会

から講師を派遣し、簡易点検の手引きや会場にある機器を使いながら説明いたします。会員の皆さま、

または会員の取引先など、簡易点検の方法がよく分からないなど、お困りの方や興味のある方がおら

れましたら、ぜひともご活用ください。

○所要時間：２時間程度（時間や人数、内容等により柔軟に対応させていただきます。）

（無料でご利用いただけます）

申し込みはこちら
（フロン協ＨＰ）

↓


